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概概要要  
本研究開発は、超大容量無線通信が実現可能な広帯域のテラヘルツ帯において、将来的に 1 Tbpsを見据えたマルチスト
リーム無線 LAN伝送技術を確立することを念頭に、アクセスポイント及び端末間を 100 Gbps以上で伝送可能かつ実利
用環境を考慮した無線通信技術を確立し、新たな周波数帯の利用を促進することにより電波資源の拡大に資することを

目標として実施した。 
  

AAbbssttrraacctt  
This research and development project aimed to establish a multi-stream wireless LAN technology in the broadband 
terahertz band, which enables ultra-high-capacity wireless communication, with a view to achieving 1 Tbps in the 
future. The goal was to establish a wireless communication technology that can transmit data between access points 
and terminals at speeds of 100 Gbps or more, taking into account practical usage environments, and to contribute to 
the expansion of radio wave resources by promoting the use of new frequency bands. 
  
１１．．ままええががきき 

5Gの普及や、AIや映像技術の進歩に伴い、通信回線の
トラヒック量は劇的に増加している。図 1-1に示すような
大量のデータを扱うデータセンター内には大量の配線が

あり、サーバーの移設などには困難が伴う。そのような利

用シーンで超大容量の無線 LAN を使うことができれば、
物理的な配線による束縛から解放され、レイアウトの自由

度が大きく改善する。また、図 1-2に示すような AR・VR 
などを用いた Immersive Experience（没入型体験）にお
ける映像の高解像化による没入感の向上も期待されてお

り、そのようなユースケースにおいても大容量かつ同時多

接続伝送技術が求められている。 
 

 
図 1-1 データセンター 
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図 1-1 データセンター 
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図 1-2 Immersive Experience 

 
そのような背景の下、本研究開発課題では 150 GHz帯

や 300 GHz帯といったサブテラヘルツ帯を活用する無線
LAN システムの実現に向けた研究開発を実施した。課題
構成としてはサブテラヘルツ帯の通信モジュールの確立

に向けた課題ア「MIMO 対応多素子アンテナモジュール
の研究開発」と課題イ「トランシーバ技術の研究開発」、

無線 LANシステム化技術の確立に向けた課題ウ「マルチ
周波数協調動作技術の研究開発」の 3課題構成とし、150 
GHz帯ならびに 300 GHz帯を用いた 100 Gbps級の無線
LANの実現を目指した。  
  
２２．．研研究究内内容容及及びび成成果果 
課題ア「MIMO 対応多素子アンテナモジュールの研究

開発」ではテラヘルツ無線 LAN電波伝搬特性の把握に向
けた研究を実施し、300 GHz 帯/150 GHz 帯における
MIMO パス環境特性の明確化、アンテナの指向性および
反射板の形状や配置への指針を策定した。加えて、AiP
（Antenna-in-Package）モジュール技術の確立に向けた
研究開発を行い、高密度 AiP 設計および実装による体積
1 cm3以下で偏波 MIMO 対応の 16 素子フェーズドアレ
ーモジュールを開発し、150 GHz 帯において通信距離 3 
m、伝送速度 100 Gbpsの達成を伝送実験により確認した。 
課題イ「トランシーバ技術の研究開発」では 300 GHz

帯を用いて、ビーム方向を制御できる高利得アンテナと、

それに対応したシリコン CMOS集積回路を用いたトラン
シーバの研究開発を実施した。２次元フェーズドアレー構

造を用い、平面で小型のモジュールの開発を志向した。空

間内の複数の端末間で同時に無線伝送を行うことができ

る複数ストリーム通信に対応可能とし、１ストリームあた

り 40 Gbps以上の伝送速度、±30度以上の２次元ビーム
制御の実現を目指した。 
課題ウ「マルチ周波数協調動作技術の研究開発」ではサ

ブテラヘルツ帯を活用する無線 LANの実現に向けて、低
オーバーヘッドで接続可能なアクセスポイントを探索す

る技術、サブテラヘルツ帯を対象にした無線リソースの割

り当て技術および Intelligent Reconfigurable Surface
（IRS）を用いた伝搬路制御技術、ならびに複数のサブテ
ラヘルツ帯アクセスポイントが連携して超高速なマルチ

ストリーム伝送（Joint Transmission）を行うために必要
となるアクセスプロトコルとバックホール通信システム

を対象とした研究開発を実施した。 
以下、これらの詳細について述べる。 

  
２２．．１１．．技技術術課課題題アア：：MMIIMMOO対対応応多多素素子子アアンンテテナナモモジジ

ュューールルにに関関すするる研研究究開開発発  
技術課題アでは、150 GHz帯においてMIMO対応が可

能な体積 1 cm3以下の両偏波 8 素子アンテナモジュール
を実現するための研究開発に取り組んだ。課題ア-1では、

300/150 GHz帯のMIMOパス環境の明確化、アンテナ指
向性及び反射板の形状や配置への指針策定を目標とし、屋

内環境をユースケースに想定したテラヘルツ帯電波伝搬

特性の研究開発に取り組んだ。また、課題ア-2としては、
体積 1 cm3 以下の多素子アンテナモジュールの設計、試

作・評価を行い、3 m以上の通信距離で 100 Gbps以上の
伝送速度を達成することを目標として、高精度なアンテナ

設計技術、精密なアンテナ加工及びRFフロントエンド IC
実装技術、高密度な RFフロントエンド IC設計技術の研
究開発に取り組んだ。 

  
２２．．１１．．１１  課課題題アア--11：：MMIIMMOO アアンンテテナナをを想想定定ししたた電電

波波伝伝搬搬測測定定技技術術のの研研究究開開発発  
（（アア））115500//330000GGHHzz帯帯ににおおけけるる室室内内反反射射特特性性のの実実測測  
ベクトルネットワークアナライザ（VNA）を用いた伝達
特性測定系を構築し、153-163 GHzおよび 253-295 GHz
で電波免許を取得して、千葉工業大学内の会議室および講

義室において、壁面や窓、机等における反射電力の入射角

特性を実測評価した。金属壁ではほぼ 1の反射係数が得ら
れるが、窓や石膏ボードでは入射角により TE入射で 5 dB
～10 dB程度、TM入射では 5 dB～15 dB、角度によって
は 20 dB 以上の反射損失が生じることを確認した。また
建材によっては表面に加え内部構造からの反射の合成と

考えられる周波数特性が生じることが確認された。 

（（イイ））アアンンテテナナ指指向向性性//AAPP配配置置のの指指針針策策定定  
レイトレーシング伝搬解析を用いたMIMO伝搬特性評
価ツールを構築し、千葉工業大学内会議室に机を配置した

室内モデルを作成して、150 GHz帯で 2ブランチMIMO
伝送により 120 Gbps伝送を実現するために必要なUEア
ンテナ指向性及び AP 配置数/配置位置をシミュレーショ
ンにより評価した。評価には人体による遮蔽の影響も考慮

した。その結果、UEアンテナはビームスキャン幅±30度
のアンテナを 4 方向に配置し 10 名から 15 名の人をラン
ダム配置した際に、AP を 2 つ配置で 81 %、3 つ配置で
95 %のカバー率（3 dBマージン考慮）が得られることを
明らかにした（図 2.1.1-1）。また 3D到来特性の測定によ
りシミュレーション環境のパス到来特性が概ね一致する

ことを確認した。 
 

  
(a) 解析モデル (b) 基地局数とカバー率 

図 2.1.1-1 MIMOパス確保のための AP配置解析 
 

（（ウウ））凸凸型型金金属属反反射射板板にによよるる伝伝搬搬チチャャネネルル環環境境変変化化  
反射範囲を拡大しつつ反射電力を確保可能な平板結合

型凸型反射板の設計手法を提案し、2つのオフィスモデル
を例に 150 GHz帯で 120 Gbps MIMO伝送を実現するた
めに必要となる反射板の数、大きさ、配置位置についてレ

イトレーシング伝搬解析により評価した。7 m×8 mの部
屋に AP を一つ配置し部屋の 75%を照射するためには、
最大高さ 67 cmの反射板が壁に沿って 116枚必要となり、
8 m×10 mの部屋に APを 2つ配置し、人体遮蔽を回避し
ながらアイランドレイアウトの机上を照射するには、平均

高さ 32 cmの反射板が 30枚必要であることを示した（図

Tx1

Tx2
Tx3

Tx4

Tx5

Tx6

Tx7
Tx8

Tx9

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

Tx placement

One Tx Two Tx
Three Tx

23



 

 

電波資源拡大のための研究開発 

第 19回成果発表会（2026年） 

2.1.1-2）。試作反射板の測定評価により、一回反射時の照
射エリアは概ね解析結果と一致したが、二回反射時は解析

よりもエリアが縮小した。解決法として天井反射を利用す

る方法を提案した。 
 

  
(a) 反射板設計結果 (b) 机上照射結果 
図 2.1.1-2 オフィス環境における反射板配置例 

  
２２．．１１．．２２  課課題題アア--22：：電電波波伝伝搬搬特特性性にに基基づづくく多多素素子子

アアンンテテナナモモジジュューールル技技術術のの研研究究開開発発  

２２．．１１．．２２．．１１  課課題題アア--22--aa：：多多素素子子アアンンテテナナモモジジュュ

ーールル設設計計技技術術  
ユーザー端末向けに超小型の 150 GHz 帯 AiP

（Antenna-in-Package）モジュールを開発した。コンセ
プトは、3 次元集積化により RF-IC とアンテナ間距離を
短縮、伝送損失を低減して高効率な無線伝送を実現するこ

とである。具体的には、Substrate Integrated Waveguide
（SIW）を導入し、スリットとリフレクタを備えた端部開
放型アンテナ構造を考案、設計した（図 2.1.2.1-1）。本 AiP
モジュールに対して、NICT の B5G 電波暗室棟における
評価実験を実施した（図 2.1.2.1-2）。対向にレンズアンテ
ナを用いた 150 GHz帯マルチストリーム伝送実験の結果、
通信距離 3 mで伝送速度 102.4 Gbps（51.2 Gbps×2）を
達成することができた。 

  

      
図 2.1.2.1-1  端部開放型 SIWアンテナ 

  

  
図 2.1.2.1-2  AiPモジュールの評価実験系 

  
広角対応小型モジュール用アンテナ及び長距離通信用

高利得アンテナを開発した。小型モジュール用アンテナは

単一偏波アンテナ及び偏波共用アンテナ（図 2.1.2.1-3）を
検討し、多層基板内にスロットおよびモノポールを配置す

る構成とした。双対な構成とすることで偏波共用動作を可

能にした。8素子アレーアンテナをパッケージ基板で試作
し、151.5 GHz ~ 164.0 GHzにおいて反射-10 dB以下、
ポート間結合-20 dB以下を測定で得た。 
長距離通信用高利得アンテナは全てプリント基板で構

成するリフレクトアレーアンテナ形式とした（図 2.1.2.1-

4）。一次放射器にはプリント基板の積層で構成し、リフレ
クトアレーは実遅延型の反射素子を用いることで簡易な

構成でありながら広帯域特性を実現した。測定の結果、ア

ンテナ利得 37.6 dBi、帯域幅 112 GHz～136 GHzの比帯
域 19.4 %を得た。 
  

  

  
  

図 2.1.2.1-3 小型モジュール
用偏波共用アンテナ素子 

図 2.1.2.1-4 長距離通
信用リフレクトアレー 

  
２２．．１１．．２２．．２２  課課題題アア--22--bb：：アアンンテテナナ加加工工、、チチッッププ

実実装装技技術術  
高周波特性・放熱特性を両立し、かつ端末への搭載が可

能な小型アンテナモジュールの実現を目的として、材料、

製造プロセス、構造設計、実装評価を一体的に検討した。 
RF フロントエンドとアンテナ基板の接続に向けて

TEG チップを用いた評価を実施し、低温はんだによる実
装プロセスを選定した。アンテナ基板については高周波用

途に適した粗化レス樹脂材料への配線形成が要求される

ことから MSAP を採用した。さらに、低誘電樹脂と電解
銅めっきの密着確保する表面処理技術によりピール強度

0.3 kgf/cm以上を達成した。 
高周波伝送設計において重要となるビア導波路につい

ては CO2レーザーを用いた加工プロセスを策定し、樹脂
厚 70 µmに対し開口径φ70 µm、ピッチ 125 µmのビア
形成を確認した。信頼性試験の結果から壁間の十分な絶縁

性が確保できることを確認した。 
これらの技術を用いて、積層基板内に三次元積層アンテ

ナを内蔵したアンテナモジュールを試作し、アンテナ特性

および高周波伝送特性評価へ提供した。 
小型モジュールにおける放熱課題に対応するため、放熱

ビアおよび放熱部品を組み込んだアンテナモジュールの

構造を検討した。熱流体解析、および、過渡熱抵抗測定に

より放熱ルートの要件を抽出し、シミュレーションモデル

の高度化と実証試作をおこなった。さらに、スタック型ア

ンテナモジュールを試作し、サーモグラフィー評価により

放熱成立性を実証した。 
小型化に向けては、狭ピッチビア形成および基板薄型化

が可能な低誘電樹脂を選定し、その加工性を評価した。加

えて、高剛性材料と低剛性材料を複合化した積層構造およ

びスタック型構造について応力解析を実施し、RFICとア
ンテナ接続に関する技術検証を完了した。 
本研究により、高周波対応・高放熱・小型高密度実装を

同時に満たす三次元積層アンテナモジュールの社会実装

に向けた基盤技術を確立した。 
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2.1.1-2）。試作反射板の測定評価により、一回反射時の照
射エリアは概ね解析結果と一致したが、二回反射時は解析

よりもエリアが縮小した。解決法として天井反射を利用す

る方法を提案した。 
 

  
(a) 反射板設計結果 (b) 机上照射結果 
図 2.1.1-2 オフィス環境における反射板配置例 

  
２２．．１１．．２２  課課題題アア--22：：電電波波伝伝搬搬特特性性にに基基づづくく多多素素子子

アアンンテテナナモモジジュューールル技技術術のの研研究究開開発発  

２２．．１１．．２２．．１１  課課題題アア--22--aa：：多多素素子子アアンンテテナナモモジジュュ

ーールル設設計計技技術術  
ユーザー端末向けに超小型の 150 GHz 帯 AiP

（Antenna-in-Package）モジュールを開発した。コンセ
プトは、3 次元集積化により RF-IC とアンテナ間距離を
短縮、伝送損失を低減して高効率な無線伝送を実現するこ

とである。具体的には、Substrate Integrated Waveguide
（SIW）を導入し、スリットとリフレクタを備えた端部開
放型アンテナ構造を考案、設計した（図 2.1.2.1-1）。本 AiP
モジュールに対して、NICT の B5G 電波暗室棟における
評価実験を実施した（図 2.1.2.1-2）。対向にレンズアンテ
ナを用いた 150 GHz帯マルチストリーム伝送実験の結果、
通信距離 3 mで伝送速度 102.4 Gbps（51.2 Gbps×2）を
達成することができた。 

  

      
図 2.1.2.1-1  端部開放型 SIWアンテナ 

  

  
図 2.1.2.1-2  AiPモジュールの評価実験系 

  
広角対応小型モジュール用アンテナ及び長距離通信用

高利得アンテナを開発した。小型モジュール用アンテナは

単一偏波アンテナ及び偏波共用アンテナ（図 2.1.2.1-3）を
検討し、多層基板内にスロットおよびモノポールを配置す

る構成とした。双対な構成とすることで偏波共用動作を可

能にした。8素子アレーアンテナをパッケージ基板で試作
し、151.5 GHz ~ 164.0 GHzにおいて反射-10 dB以下、
ポート間結合-20 dB以下を測定で得た。 
長距離通信用高利得アンテナは全てプリント基板で構

成するリフレクトアレーアンテナ形式とした（図 2.1.2.1-

4）。一次放射器にはプリント基板の積層で構成し、リフレ
クトアレーは実遅延型の反射素子を用いることで簡易な

構成でありながら広帯域特性を実現した。測定の結果、ア

ンテナ利得 37.6 dBi、帯域幅 112 GHz～136 GHzの比帯
域 19.4 %を得た。 
  

  

  
  

図 2.1.2.1-3 小型モジュール
用偏波共用アンテナ素子 

図 2.1.2.1-4 長距離通
信用リフレクトアレー 

  
２２．．１１．．２２．．２２  課課題題アア--22--bb：：アアンンテテナナ加加工工、、チチッッププ

実実装装技技術術  
高周波特性・放熱特性を両立し、かつ端末への搭載が可

能な小型アンテナモジュールの実現を目的として、材料、

製造プロセス、構造設計、実装評価を一体的に検討した。 
RF フロントエンドとアンテナ基板の接続に向けて

TEG チップを用いた評価を実施し、低温はんだによる実
装プロセスを選定した。アンテナ基板については高周波用

途に適した粗化レス樹脂材料への配線形成が要求される

ことから MSAP を採用した。さらに、低誘電樹脂と電解
銅めっきの密着確保する表面処理技術によりピール強度

0.3 kgf/cm以上を達成した。 
高周波伝送設計において重要となるビア導波路につい

ては CO2レーザーを用いた加工プロセスを策定し、樹脂
厚 70 µmに対し開口径φ70 µm、ピッチ 125 µmのビア
形成を確認した。信頼性試験の結果から壁間の十分な絶縁

性が確保できることを確認した。 
これらの技術を用いて、積層基板内に三次元積層アンテ

ナを内蔵したアンテナモジュールを試作し、アンテナ特性

および高周波伝送特性評価へ提供した。 
小型モジュールにおける放熱課題に対応するため、放熱

ビアおよび放熱部品を組み込んだアンテナモジュールの

構造を検討した。熱流体解析、および、過渡熱抵抗測定に

より放熱ルートの要件を抽出し、シミュレーションモデル

の高度化と実証試作をおこなった。さらに、スタック型ア

ンテナモジュールを試作し、サーモグラフィー評価により

放熱成立性を実証した。 
小型化に向けては、狭ピッチビア形成および基板薄型化

が可能な低誘電樹脂を選定し、その加工性を評価した。加

えて、高剛性材料と低剛性材料を複合化した積層構造およ

びスタック型構造について応力解析を実施し、RFICとア
ンテナ接続に関する技術検証を完了した。 
本研究により、高周波対応・高放熱・小型高密度実装を

同時に満たす三次元積層アンテナモジュールの社会実装

に向けた基盤技術を確立した。 
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図 2.1.2.2-1 テラヘルツ波アンテナモジュール 

  
２２．．１１．．２２．．３３  課課題題アア--22--cc：：高高密密度度 RRFFフフロロンントトエエ

ンンドド設設計計技技術術  
多素子内蔵 RFフロントエンドの性能向上に向けて、超

小型・高密度 RFのフロントエンドモジュールに実装する
送受信一体のRFフロンドエンド ICを設計した。V偏波、
H 偏波用それぞれ 4 素子、計 8 素子分の送受信一体回路
を 4 mm×3 mmのチップに集積化することに成功した。
各素子の消費電力は各素子の消費電力は送信時 124 mW 
受信時 90 mWと小さく、目標を大きく上回る結果が得ら
れた。本 ICを TSMC 65 nmのシャトルにて試作し 、２．
１．２．１で試作したアンテナ一体モジュールに実装して

（図 2.1.2.3-1)、実際に OTA 評価を行い（図 2.1.2.3-2)、
RFフロントエンド単体で 72 Gbps、2ストリームMIMO
で 144 Gbpsの伝送レートを実現、目標を上回る結果を達
成した。 
  

  
図 2.1.2.3-1 端末用 超小型・高密度 RFのフロントエン

ドモジュール 
  

  
図 2.1.2.3-2 偏波MIMO 伝送実験の様子 

  
端末用モジュールに加え、追加した長距離化の目標達成

に向け、長距離通信用モジュールの検討も行った。先行開

発として D帯の長距離通信用 ICを設計、65 nm CMOS
プロセスでチップを作製し、情報通信機構の暗室にて長距

離通信の実験を行った。長距離用モジュールと ICのチッ
プ写真を図 2.1.2.3-3 に示す。送信 IC の消費電力は

1150 mW、135 GHzでの出力電力は 13 dBmであり、受
信 ICの消費電力は 550 mW、NFは 13 dBである。ICチ
ップは導波管変換機構を有する PCB基板に実装し、導波
管フランジと一体化したモジュールからアンテナに接続

してOTA測定を行った。短距離では32QAMで200 Gbps、
4×4 MIMOにして 640 Gbsを達成、30 m伝送でも 100 
Gbpsを実現した。フェーズドアレー化することで 10 km
超の伝送も可能である。 
  

  
図 2.1.2.3-3 長距離通信用モジュールと ICチップ写真 

  

２２．．２２．．技技術術課課題題イイ：：トトラランンシシーーババ技技術術のの研研究究開開発発  
本技術課題では、ビーム方向を制御できる高利得アンテ

ナに対応し、同一空間内の複数の端末間で同時に無線伝送

を行うマルチストリーム伝送に対応したトランシーバ技

術を開発した。１チャネル、１ストリームあたり毎秒 40 G
ビット以上の伝送を可能とする 300 GHz 帯 CMOS トラ
ンシーバを用い、±30 度以上の２次元ビーム制御可能な
技術の開発に取り組み、複数チャネルや複数ストリームの

利用により毎秒 100 G ビット以上の伝送を可能であるこ
とを示すことを目指した。含まれる個別技術として、イ-1-
a多素子アンテナ対応RFフロントエンド高性能化技術の
研究開発、イ-1-bフェーズドアレー対応ベースバンド処理
技術の研究開発、イ-2 MIMO 対応ビーム制御技術の研究
開発を研究の柱とした。 
  

２２．．２２．．１１．．課課題題イイ--11：：テテララヘヘルルツツ帯帯集集積積回回路路ののアア

ーーキキテテククチチャャ及及びび実実装装技技術術のの研研究究開開発発  

２２．．２２．．１１．．１１．．課課題題イイ--11--aa：：多多素素子子アアンンテテナナ対対応応

RRFFフフロロンントトエエンンドド技技術術のの研研究究開開発発  
本プロジェクトでは、300 GHz 帯において電気的に 2

次元ビームステアリング可能な CMOSフェーズドアレー
チップの実現を目指した。300 GHz では波長が約 1 mm
と極めて短く、グレーティングローブを抑制しつつ 2次元
走査を行うためには、アンテナ素子を約 1/2 波長ピッチ、
すなわち約 500 µm間隔で高密度に配置する必要がある。
一方で、このような高密度配置では、各アンテナ素子に対

応する送受信回路、給電配線、電源配線、デカップリング

回路、制御線を限られた面積内に収めなければならず、回

路実装と電磁設計の両立が本研究の主要課題となる。 
そこで本研究では、この課題に対して段階的にアーキテ

クチャを発展させながら検証を進めた。まず初期段階では、

補間給電アーキテクチャを用いた送受信機を提案した。こ

の方式では、直接給電されるアンテナに加え、周囲のアン

テナから電磁的に信号を受けて放射・受信に寄与する補助

アンテナを組み合わせることで、回路配置の自由度を確保

しつつ、高密度なアレー動作を実現することを狙った。動

作実証のため、回路構成としては 2×2、アンテナ配置とし
ては 3×3 の試作チップを設計・作製し、送信機および受
信機の双方について動作を確認した。これらの成果は、送

信機を RFIC 2024、受信機を ASSCC 2024にて発表した。 
次に、補完給電方式による概念実証を踏まえ、より高い
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開口効率を得るため、全素子給電型の 2次元フェーズドア
レーへ展開した。全素子給電では、各アンテナ素子に対応

する回路を 1/2波長ピッチで直接配置する必要があり、回
路の小型化と配線構造の高度化が不可欠となる。そこで本

研究では、電源、デカップリング、制御線を縦方向に集約

した「電源パネル」構造を考案し、回路ブロックを高密度

に並べるための実装手法を構築した。この手法を用いて、

回路とアンテナのピッチ 612 µmで 8×8の 64素子 2次元
フェーズドアレーチップを設計・試作し、測定による評価

を行った。この成果は CICC 2026で発表予定である。 
以上により、本プロジェクトでは、補完給電による概念

実証から、全素子給電による 64素子アレーの実証までを
段階的に達成した。すなわち、300 GHz帯 2次元フェー
ズドアレーの実現に向けて、アーキテクチャ提案、送受信

回路の試作実証、高密度実装技術の構築、大規模アレイチ

ップの試作・測定までを一貫して進め、300 GHz 帯大規
模フェーズドアレー実現への技術的見通しを得た。 

 

  
図 2.2.1.1-1 2×2, 8×8フェーズドアレーチップ 

  
２２．．２２．．１１．．２２．．課課題題イイ--11--bb：：フフェェーーズズドドアアレレーー対対

応応ベベーーススババンンドド処処理理技技術術のの研研究究開開発発  
 本研究課題では、ミックスドシグナル技術を用いること

で、高解像度 ADC や大規模 DSP を使用せず、コストと
消費電力を抑えたベースバンド技術の実現を目指した。そ

のために、以下の 3つの要素技術に着目して研究開発を行
った。 
① フェーズドアレーに対応した RF制御技術 
② テラヘルツ向けのイコライザ技術 
③ ミックスドシグナル技術を用いた 

キャリア・データリカバリ技術 
以下、各項目について述べる。 
 まず①について、テラヘルツ帯は直進性が高く、従来と

同等のビームフォーミング手法をそのまま適用すること

が困難であるという課題に着目した。そこで研究開発とし

て、ビームフォーミングに関するMAC（課題ウ）と PHY
（課題イ）のインターフェースを検討した。役割分担とし

ては、課題ウでビームフォーミングアルゴリズムの検討を

行い、課題イではビーム制御および受信電力検出の検討を

担当した。受信電力の検出には、後述する③の構成で実現

したベースバンド受信機を用いた。試作したベースバンド

受信機と RF フロントエンドを組み合わせて評価した結
果、角度の変更に応じて受信電力が変化することを確認し、

ビームの向きを検出できる見通しを得た。 
 次に②では、テラヘルツ帯における FDE (Frequency 
Domain Equalizer）およびTDE（Time Domain Equalizer）
の実現性が、これまで十分には議論されていない点に着目

した。テラヘルツ帯は直進性が高いため、マルチパスの影

響による波形劣化は従来よりも小さいと考えられる。一方

で、FDE を広帯域で実現する場合には回路規模が増大す
るため、実現性に懸念が生じる。これに対してTDEはFDE
と比べ回路規模を抑えられる余地があり、本研究では

TDEの実現性を確認した。具体的には、TDEとして n Tap
の FIR (Finite Impulse Response)フィルタを用い、係数
を最適化して EVM (Error Vector Magnitude)の比較を行
った。その結果、EVM は TDE によっても改善できる見
込みがあることを確認した。よって、テラヘルツ帯におい

ては、TDEを用いた補正が実現できる見通しを得た。 
 さらに③では、テラヘルツ帯を用いて広帯域通信を実現

する際、従来手法では高速・高解像度 ADCや大規模 DSP
が必要になるという課題に対して、ミックスドシグナル技

術を用いることで、高速・低解像度 ADCと小規模 DSPを
用いたキャリアリカバリ技術を実現した。本技術では、ダ

ウンコンバージョンを行うミキサを ADCに置き換え、位
相差の検出をデジタル部で実現し、位相調整をアナログ回

路で実現した。これにより、任意の位相に同期させること

が可能となり、低解像度 ADCであっても必要な位置でデ
ータを取得できる見通しを得た。また、本技術については、

CICC 2024 でキャリアリカバリ技術として発表を行って
いる。 
以上により、本プロジェクトではテラヘルツ帯における

ベースバンド処理技術に関して技術的な見通しを得た。 
 

図2.2.1.2-1 試作したベースバンドチップのブロック図と
チップ写真 
 
２２．．２２．．２２．．課課題題イイ--22：：MMIIMMOO対対応応ビビーームム制制御御技技術術のの

研研究究開開発発  
本研究では、広帯域かつ低損失で 2次元ビーム走査を実
現するフェーズドアレーアンテナの開発を目的とし、その

素子アンテナおよびアレーアンテナと、その設計技術を開

発した。 
まず、素子アンテナが集積回路と低損失に接続できるよ

うに、集積回路を実装する多層基板内にアンテナを構成し、

並行差動線路から低損失に電磁結合の原理で給電する開

口アンテナ構造を考案し、各層の金属パターンを独立に最

適化することで、広帯域特性が得られるように設計した。

集積回路を実装する層のパターンには、電源配線をレイア

ウトでき、高周波信号線との共存ができるように配線設計

した。 
アレー構成については、グレーティングローブが発生し

ないように、素子間隔を約 1/2自由空間波長以下の間隔で
配列する必要がある。そのために、高周波回路サイズを大

幅に小型化して全素子に給電する全素子給電方式と、高周

波回路の大きさはアンテナ素子間隔の 2倍でも、高周波回
路を配列している素子アンテナへ、1つおきに接続し、高
周波回路に接続していない素子には、隣接素子からの結合

によって励振する補間給電方式の二通りの方式を開発し

た。 
全素子給電方式については、8×8素子配列のフェーズド
アレーを設計し、電磁界解析により、そのビーム走査特性

を評価した。補間給電方式については、まず、その動作原

理を検証するために、最も少ない素子数である 3×3 素子
配列の補間給電アレーについて、最外周の四隅の 2×2 素
子にのみ高周波回路を接続し、残りの内側 5素子は隣接す
る素子アンテナからの結合で励振する補間給電方式を設

計した。さらに高利得化を期待して、上記の 3×3 素子補
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開口効率を得るため、全素子給電型の 2次元フェーズドア
レーへ展開した。全素子給電では、各アンテナ素子に対応

する回路を 1/2波長ピッチで直接配置する必要があり、回
路の小型化と配線構造の高度化が不可欠となる。そこで本

研究では、電源、デカップリング、制御線を縦方向に集約

した「電源パネル」構造を考案し、回路ブロックを高密度

に並べるための実装手法を構築した。この手法を用いて、

回路とアンテナのピッチ 612 µmで 8×8の 64素子 2次元
フェーズドアレーチップを設計・試作し、測定による評価

を行った。この成果は CICC 2026で発表予定である。 
以上により、本プロジェクトでは、補完給電による概念

実証から、全素子給電による 64素子アレーの実証までを
段階的に達成した。すなわち、300 GHz帯 2次元フェー
ズドアレーの実現に向けて、アーキテクチャ提案、送受信

回路の試作実証、高密度実装技術の構築、大規模アレイチ

ップの試作・測定までを一貫して進め、300 GHz 帯大規
模フェーズドアレー実現への技術的見通しを得た。 

 

  
図 2.2.1.1-1 2×2, 8×8フェーズドアレーチップ 

  
２２．．２２．．１１．．２２．．課課題題イイ--11--bb：：フフェェーーズズドドアアレレーー対対

応応ベベーーススババンンドド処処理理技技術術のの研研究究開開発発  
 本研究課題では、ミックスドシグナル技術を用いること

で、高解像度 ADC や大規模 DSP を使用せず、コストと
消費電力を抑えたベースバンド技術の実現を目指した。そ

のために、以下の 3つの要素技術に着目して研究開発を行
った。 
① フェーズドアレーに対応した RF制御技術 
② テラヘルツ向けのイコライザ技術 
③ ミックスドシグナル技術を用いた 

キャリア・データリカバリ技術 
以下、各項目について述べる。 
 まず①について、テラヘルツ帯は直進性が高く、従来と

同等のビームフォーミング手法をそのまま適用すること

が困難であるという課題に着目した。そこで研究開発とし

て、ビームフォーミングに関するMAC（課題ウ）と PHY
（課題イ）のインターフェースを検討した。役割分担とし

ては、課題ウでビームフォーミングアルゴリズムの検討を

行い、課題イではビーム制御および受信電力検出の検討を

担当した。受信電力の検出には、後述する③の構成で実現

したベースバンド受信機を用いた。試作したベースバンド

受信機と RF フロントエンドを組み合わせて評価した結
果、角度の変更に応じて受信電力が変化することを確認し、

ビームの向きを検出できる見通しを得た。 
 次に②では、テラヘルツ帯における FDE (Frequency 
Domain Equalizer）およびTDE（Time Domain Equalizer）
の実現性が、これまで十分には議論されていない点に着目

した。テラヘルツ帯は直進性が高いため、マルチパスの影

響による波形劣化は従来よりも小さいと考えられる。一方

で、FDE を広帯域で実現する場合には回路規模が増大す
るため、実現性に懸念が生じる。これに対してTDEはFDE
と比べ回路規模を抑えられる余地があり、本研究では

TDEの実現性を確認した。具体的には、TDEとして n Tap
の FIR (Finite Impulse Response)フィルタを用い、係数
を最適化して EVM (Error Vector Magnitude)の比較を行
った。その結果、EVM は TDE によっても改善できる見
込みがあることを確認した。よって、テラヘルツ帯におい

ては、TDEを用いた補正が実現できる見通しを得た。 
 さらに③では、テラヘルツ帯を用いて広帯域通信を実現

する際、従来手法では高速・高解像度 ADCや大規模 DSP
が必要になるという課題に対して、ミックスドシグナル技

術を用いることで、高速・低解像度 ADCと小規模 DSPを
用いたキャリアリカバリ技術を実現した。本技術では、ダ

ウンコンバージョンを行うミキサを ADCに置き換え、位
相差の検出をデジタル部で実現し、位相調整をアナログ回

路で実現した。これにより、任意の位相に同期させること

が可能となり、低解像度 ADCであっても必要な位置でデ
ータを取得できる見通しを得た。また、本技術については、

CICC 2024 でキャリアリカバリ技術として発表を行って
いる。 
以上により、本プロジェクトではテラヘルツ帯における

ベースバンド処理技術に関して技術的な見通しを得た。 
 

図2.2.1.2-1 試作したベースバンドチップのブロック図と
チップ写真 
 
２２．．２２．．２２．．課課題題イイ--22：：MMIIMMOO対対応応ビビーームム制制御御技技術術のの

研研究究開開発発  
本研究では、広帯域かつ低損失で 2次元ビーム走査を実
現するフェーズドアレーアンテナの開発を目的とし、その

素子アンテナおよびアレーアンテナと、その設計技術を開

発した。 
まず、素子アンテナが集積回路と低損失に接続できるよ

うに、集積回路を実装する多層基板内にアンテナを構成し、

並行差動線路から低損失に電磁結合の原理で給電する開

口アンテナ構造を考案し、各層の金属パターンを独立に最

適化することで、広帯域特性が得られるように設計した。

集積回路を実装する層のパターンには、電源配線をレイア

ウトでき、高周波信号線との共存ができるように配線設計

した。 
アレー構成については、グレーティングローブが発生し

ないように、素子間隔を約 1/2自由空間波長以下の間隔で
配列する必要がある。そのために、高周波回路サイズを大

幅に小型化して全素子に給電する全素子給電方式と、高周

波回路の大きさはアンテナ素子間隔の 2倍でも、高周波回
路を配列している素子アンテナへ、1つおきに接続し、高
周波回路に接続していない素子には、隣接素子からの結合

によって励振する補間給電方式の二通りの方式を開発し

た。 
全素子給電方式については、8×8素子配列のフェーズド
アレーを設計し、電磁界解析により、そのビーム走査特性

を評価した。補間給電方式については、まず、その動作原

理を検証するために、最も少ない素子数である 3×3 素子
配列の補間給電アレーについて、最外周の四隅の 2×2 素
子にのみ高周波回路を接続し、残りの内側 5素子は隣接す
る素子アンテナからの結合で励振する補間給電方式を設

計した。さらに高利得化を期待して、上記の 3×3 素子補
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間給電アレーの外周に 16個の拡張素子アンテナを配列す
ることで、高周波回路を接続するアンテナ数は 2×2 素子
のままで、5×5素子を給電した補間給電アレーを設計した。 
これらの、素子アンテナ、3×3素子補間給電アレー、5×5

素子補間給電アレーの特性を、高精度に実験で評価する測

定技術を開発した。実験においては、これらの給電に用い

られている平面線路と導波管を広帯域に接続する伝送線

路変換回路を設計し、平面線路と、伝送線路変換回路と、

測定ジグ内の導波管の損失を測定し、アンテナの特性を測

定した生データからこれらの損失を差し引くことにより、

アンテナの利得を高い精度で評価する測定技術を開発し

た。 
電磁界シミュレーションおよび上記の測定により、開発

したアンテナが、広帯域で低損失に、2次元ビーム走査可
能であることを示した。 

 
図 2.2.2-1 並行差動給電開口アンテナと 5×5素子補間給
電アレー 
  

２２．．３３．．技技術術課課題題ウウ：：ママルルチチ周周波波数数協協調調動動作作技技術術のの

研研究究開開発発  
課題ウ「マルチ周波数協調動作技術の研究開発」ではサ

ブテラヘルツ帯を活用する無線 LANの実現に向けて、シ
ステム化技術の研究開発を実施した。課題ウ-1「複数周波
数帯の電波指紋を活用した無線リンク利用可能性予測技

術の開発」ではマイクロ波・ミリ波の伝搬情報からテラヘ

ルツ帯無線リンクのリンク利用可能性を予測する技術の

研究開発を実施した。課題ウ-2-a「課題ウ- 2 - a：連携先
アクセスポイントの選定と各無線リソースへのトラヒッ

ク割り当て技術」では複数のアクセスポイント（AP）・端
末（STA）・利用可能周波数帯が存在する下で、機械学習
ベースの AP 選択と無線リソース割り当て技術の研究開
発を実施した。課題ウ-2-b「IRSを利用したアクセスポイ
ント連携高度化技術」では連携可能 AP数と接続端末数の
増加とマルチストリーム伝送実現のための IRS 制御及び
割当技術の研究開発を行った。課題ウ-2-c「連携データの
分配技術とアクセスプロトコル」では複数の APを連携さ
せてマルチストリーム伝送（Joint Transmission）を行う
ための無線LAN向けプロトコルと高速バックホールの研
究開発を行った。そして、課題ウ-3「複数周波数帯統合評
価系の構築」では開発技術を適用したマルチバンド無線

LAN の技術検証系・シミュレーション系の開発を実施し
た。以下、各々の成果について述べる。 
  
２２．．３３．．１１．．課課題題ウウ--11：：複複数数周周波波数数帯帯のの電電波波指指紋紋をを

活活用用ししたた無無線線リリンンクク利利用用可可能能性性予予測測技技術術のの開開発発  
テラヘルツ帯を用いて 100 Gbps級の大容量通信が可能

な無線 LANを実現するためには、テラヘルツ帯の利用に
伴って生じる大きな距離減衰を、送受信双方で高利得な狭

ビームを用いることで補償する必要がある。しかし、狭ビ

ームを用いる場合、通信を確立するためにはビームを適切

な方向に制御することが不可欠である一方、ビーム方向の

探索を網羅的に実施すると大きなオーバーヘッドが生じ

る。そこで我々は、テラヘルツ帯で網羅的なビーム探索を

行う代わりに、比較的取得容易なマイクロ波帯の CSI 情
報や、テラヘルツ帯より広いビーム幅により探索負荷が相

対的に小さいと考えられるミリ波無線LANの接続情報を
用いて、テラヘルツ帯リンクの可用性や有望なセクタペア

を推定する技術の研究開発を実施した。 
開発した機械学習モデルでは、マイクロ波帯の CSI 情
報やミリ波無線 LANの接続情報と、テラヘルツ帯におけ
る最大受信電力および対応するセクタペアとの関係を学

習する。学習モデルには、Probabilistic Neural Networks
（PNN）を用いたマルチラベル推定を採用した（図
2.3.1-1）。本モデルでは、PNNを用いることで、回帰モデ
ルでは対応しにくい離散的なセクタ情報を推定に反映で

きるほか、少数、あるいは欠落のある教師データでも推定

を可能としている。 
開発モデルの有効性、推定に有用な入力特徴量、および

推定に必要な教師データ密度の評価を、レイトレースシミ

ュレーションとガウス過程回帰による補間を用いて作成

した高解像度の評価用データにより実施した。図 2.3.1-2
は学習・推定結果であり、横軸は教師データの取得に使用

したグリッド幅を、各線は学習・推定に使用した入力特徴

量を示す。この結果から、推定にはミリ波のセクタスイー

プ情報を用いることが有効であり、4 cmのグリッド幅で
教師データを取得することで、90 %以上の推定精度を達
成できることを確認した。 

 

  
図 2.3.1-1 受信電力推定モデル 

  
図 2.3.1-2 教師グリッド幅と推定精度 

  

２２．．３３．．２２．．課課題題ウウ--22：：テテララヘヘルルツツ帯帯複複数数アアククセセスス

ポポイインントト連連携携ママルルチチスストトリリーームム伝伝送送技技術術のの開開発発  

２２．．３３．．２２．．１１．．課課題題ウウ--22--aa：：連連携携先先アアククセセススポポイイ

ンントトのの選選定定とと各各無無線線リリソソーーススへへののトトララヒヒッックク割割りり

当当てて技技術術  
複数 APが存在する環境において、各 APのリソース割
り当てを教師あり学習によって行うことが考えられる。教

師あり学習では、所定の粒度で時間リソースを分割し、リ

ソース割り当てパターンを全探索し、各 STA におけるチ
ャネル容量を計算し、各 STA のチャネル容量の総和（シ
ステムチャネル容量）が最大となる割り当て比率 bm、n
の組み合わせを教師ラベルとする、チャネル状態と割り当

て比率の教師ラベルの組み合わせを多数用意し、学習を進
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ミリ波
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める必要があるが、割り当て比率の組み合わせは AP/STA
数が増加すると指数関数的に増加するため、教師あり学習

は実現が難しくなる。 
そこで自己教師あり学習を適用することを検討した。教

師あり学習では DNN（Deep Neural Network）の出力と
教師ラベルによる損失関数が最小になるように DNN の
ウェイト、バイアスの更新を行うが、自己教師あり学習で

は、DNNの出力から算出される損失関数を最小化するよ
うに DNN内のウェイト、バイアスの更新を行う。このた
め、教師ラベルなしで学習を行うことができる。なお、損

失関数としてシステムチャネル容量の逆数を用いる。 
2台の APと 2台の STAをエリア内に配置し、STAに
おけるアンテナパネル数 L は 2 とした。サブテラヘルツ
帯の帯域幅は 2.16 GHz とし、ターゲット伝送レートは
20 Gbps とした。評価環境はウ-1 で想定した環境を想定
し、ウ-1 で得られた受診品質の予測値を用いて無線リソ
ース制御の評価を行った。 
図 2.3.2.1-1 に、システム容量最大基準における、理想

的な割り当てからの自己教師あり学習の改善率を示す。指

標とは異なる STA 容量は 10%以上の劣化が見られるが、
指標であるシステム容量は 10%以内の劣化に収まってい
ることが分かる。図 2.3.2.1-2に、最小 STA容量最大基準
における、理想的な割り当てからの自己教師あり学習の改

善率を示す。図より自己教師あり学習は、理想からの劣化

を 10%以内に抑えることができることが分かった。  

  
図 2.3.2.1-1  システム容量最大基準時の理想からの劣化 

  
図 2.3.2.1-2 最小 STA容量最大基準時の理想からの劣化 

 

２２．．３３．．２２．．２２．．課課題題ウウ--22--bb：：IIRRSSをを利利用用ししたたアアククセセ

ススポポイインントト連連携携高高度度化化技技術術  
本課題では、複数のアクセスポイント（AP）と

Intelligent Reflecting Surface（IRS）を高度に連携させ
ることにより、伝搬環境の変動に対してロバストなマルチ

ストリーム伝送技術の確立に取り組んだ。 
具体的には、ユーザー移動に伴うチャネル変動環境にお

いて、APと IRSの組み合わせを動的に最適化する必要が
あることに着目し、AP-IRSクラスタリング方式を設計し
た．本方式では、各ユーザーに対して通信に寄与する AP
および IRS の組をクラスタとして定義し、クラスタ単位
で伝送制御および IRS 位相制御を行う。ユーザー移動に

起因するチャネル変動に対して、カルマンフィルタを用い

た状態予測に基づきクラスタ構成を適応的に再構成する

ことで、環境変動に対するロバスト性を確保した。その結

果、電波強度や位置情報に基づく従来のクラスタリング手

法と比較して、システムスループットを 30 %以上向上可
能であることを確認した。 
さらに、IRSを用いた通信において支配的なオーバーヘ

ッドとなるビームトレーニングに着目し、IRSと APおよ
びユーザー間の距離・角度などの幾何関係に基づき、C-BF 
（Coordinated Beamforming）における効率的なビーム
探索を実現するコードブック設計および探索手法を構築

した。従来のように距離ごとに独立した階層ビーム探索を

行うのではなく、角度方向と距離方向を分離した二段階の

階層ビームトレーニング構造を導入した。これにより、探

索量は従来の 𝑂𝑂(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟⁡ 𝑛𝑛) から 𝑂𝑂(𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙⁡ 𝑛𝑛 + 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙⁡ 𝑟𝑟) に削減
される。角度探索では、低階層において広ビームによる探

索領域の粗探索を行い、高階層において多焦点ビームによ

る高精度な方向推定を行う。一方、距離探索では、階層的

なビームフォーカシングによりユーザー位置に応じた最

適焦点距離の効率的な決定を行う。これらの手法により、

ビーム探索に必要な試行回数は約 235 回程度まで削減可
能であることを確認した。これは、設定精度を満たすため

に全探索を行った場合に必要となる約 8000万回の試行と
比較して、大幅なオーバーヘッド削減である。 
以上より、本課題で提案した AP-IRSクラスタリングお

よび階層型ビームトレーニング手法により、環境変動に対

するロバスト性を維持しつつ、探索オーバーヘッドを大幅

に削減した高効率な IRS 制御およびマルチストリーム伝
送が実現可能であることを示した。 
  

２２．．３３．．２２．．３３．．課課題題ウウ--22--cc：：連連携携デデーータタのの分分配配技技

術術ととアアククセセススププロロトトココルル  
テラヘルツ帯において伝送速度 100 Gbpsを達成するた

めには、複数ストリームでデータを送信するマルチストリ

ーム伝送が必要である。しかし、高周波数であるテラヘル

ツ波は直進性が高く、1 台の AP による散乱波に基づく
multi-input multi-output（MIMO）伝送が難しい。そこ
で我々は、複数の APを連携して別々でデータストリーム
を 1台の STAに同時送信する Joint Transmission （JT）
を実現するアクセスプロトコルの研究開発を行った。 
本研究では、multi-link-operation（MLO）に基づく non-

standalone 運用を想定したテラヘルツ帯無線 LAN シス
テムのアクセスプロトコルを考案した。考案したプロトコ

ルでは、AP と STA は到達性の良いマイクロ波帯で接続
し、高周波数帯での接続の際に必要なビームフォーミング

（BF）を省略する。また、テラヘルツ帯通信はフレーム
衝突を回避して従来のランダムアクセスによる MAC 効
率の低下を抑えるために、コーディネータによる一括管理

を行う。コーディネータは STA と未接続の周辺 AP との
BFをスケジューリングし、その結果を収集することで JT
を行う連携する AP や端末のシームレスな移動のための
ローミング先 AP を即時に選定するための情報として活
用する。 
開発したプロトコルを課題ウ-3 で開発したシステムレ
ベルシミュレーションに実装し、性能評価により図

2.3.2.3-1 に示すように使用周波数帯 150 GHz、帯域幅
25.92 GHz （2.16 GHz×12ch）において、十分なバック
ホールの容量を確保できるとき、2つの APが連携した JT
で受信側の伝送速度 100 Gbpsが達成可能であることを確
認した。 
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める必要があるが、割り当て比率の組み合わせは AP/STA
数が増加すると指数関数的に増加するため、教師あり学習

は実現が難しくなる。 
そこで自己教師あり学習を適用することを検討した。教

師あり学習では DNN（Deep Neural Network）の出力と
教師ラベルによる損失関数が最小になるように DNN の
ウェイト、バイアスの更新を行うが、自己教師あり学習で

は、DNNの出力から算出される損失関数を最小化するよ
うに DNN内のウェイト、バイアスの更新を行う。このた
め、教師ラベルなしで学習を行うことができる。なお、損

失関数としてシステムチャネル容量の逆数を用いる。 
2台の APと 2台の STAをエリア内に配置し、STAに

おけるアンテナパネル数 L は 2 とした。サブテラヘルツ
帯の帯域幅は 2.16 GHz とし、ターゲット伝送レートは
20 Gbps とした。評価環境はウ-1 で想定した環境を想定
し、ウ-1 で得られた受診品質の予測値を用いて無線リソ
ース制御の評価を行った。 
図 2.3.2.1-1 に、システム容量最大基準における、理想

的な割り当てからの自己教師あり学習の改善率を示す。指

標とは異なる STA 容量は 10%以上の劣化が見られるが、
指標であるシステム容量は 10%以内の劣化に収まってい
ることが分かる。図 2.3.2.1-2に、最小 STA容量最大基準
における、理想的な割り当てからの自己教師あり学習の改

善率を示す。図より自己教師あり学習は、理想からの劣化

を 10%以内に抑えることができることが分かった。  

  
図 2.3.2.1-1  システム容量最大基準時の理想からの劣化 

  
図 2.3.2.1-2 最小 STA容量最大基準時の理想からの劣化 
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本課題では、複数のアクセスポイント（AP）と

Intelligent Reflecting Surface（IRS）を高度に連携させ
ることにより、伝搬環境の変動に対してロバストなマルチ

ストリーム伝送技術の確立に取り組んだ。 
具体的には、ユーザー移動に伴うチャネル変動環境にお

いて、APと IRSの組み合わせを動的に最適化する必要が
あることに着目し、AP-IRSクラスタリング方式を設計し
た．本方式では、各ユーザーに対して通信に寄与する AP
および IRS の組をクラスタとして定義し、クラスタ単位
で伝送制御および IRS 位相制御を行う。ユーザー移動に

起因するチャネル変動に対して、カルマンフィルタを用い

た状態予測に基づきクラスタ構成を適応的に再構成する

ことで、環境変動に対するロバスト性を確保した。その結

果、電波強度や位置情報に基づく従来のクラスタリング手

法と比較して、システムスループットを 30 %以上向上可
能であることを確認した。 
さらに、IRSを用いた通信において支配的なオーバーヘ
ッドとなるビームトレーニングに着目し、IRSと APおよ
びユーザー間の距離・角度などの幾何関係に基づき、C-BF 
（Coordinated Beamforming）における効率的なビーム
探索を実現するコードブック設計および探索手法を構築

した。従来のように距離ごとに独立した階層ビーム探索を

行うのではなく、角度方向と距離方向を分離した二段階の

階層ビームトレーニング構造を導入した。これにより、探

索量は従来の 𝑂𝑂(𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟⁡ 𝑛𝑛) から 𝑂𝑂(𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙⁡ 𝑛𝑛 + 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙⁡ 𝑟𝑟) に削減
される。角度探索では、低階層において広ビームによる探

索領域の粗探索を行い、高階層において多焦点ビームによ

る高精度な方向推定を行う。一方、距離探索では、階層的

なビームフォーカシングによりユーザー位置に応じた最

適焦点距離の効率的な決定を行う。これらの手法により、

ビーム探索に必要な試行回数は約 235 回程度まで削減可
能であることを確認した。これは、設定精度を満たすため

に全探索を行った場合に必要となる約 8000万回の試行と
比較して、大幅なオーバーヘッド削減である。 
以上より、本課題で提案した AP-IRSクラスタリングお
よび階層型ビームトレーニング手法により、環境変動に対

するロバスト性を維持しつつ、探索オーバーヘッドを大幅

に削減した高効率な IRS 制御およびマルチストリーム伝
送が実現可能であることを示した。 
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術術ととアアククセセススププロロトトココルル  
テラヘルツ帯において伝送速度 100 Gbpsを達成するた
めには、複数ストリームでデータを送信するマルチストリ

ーム伝送が必要である。しかし、高周波数であるテラヘル

ツ波は直進性が高く、1 台の AP による散乱波に基づく
multi-input multi-output（MIMO）伝送が難しい。そこ
で我々は、複数の APを連携して別々でデータストリーム
を 1台の STAに同時送信する Joint Transmission （JT）
を実現するアクセスプロトコルの研究開発を行った。 
本研究では、multi-link-operation（MLO）に基づく non-

standalone 運用を想定したテラヘルツ帯無線 LAN シス
テムのアクセスプロトコルを考案した。考案したプロトコ

ルでは、AP と STA は到達性の良いマイクロ波帯で接続
し、高周波数帯での接続の際に必要なビームフォーミング

（BF）を省略する。また、テラヘルツ帯通信はフレーム
衝突を回避して従来のランダムアクセスによる MAC 効
率の低下を抑えるために、コーディネータによる一括管理

を行う。コーディネータは STA と未接続の周辺 AP との
BFをスケジューリングし、その結果を収集することで JT
を行う連携する AP や端末のシームレスな移動のための
ローミング先 AP を即時に選定するための情報として活
用する。 
開発したプロトコルを課題ウ-3 で開発したシステムレ
ベルシミュレーションに実装し、性能評価により図

2.3.2.3-1 に示すように使用周波数帯 150 GHz、帯域幅
25.92 GHz （2.16 GHz×12ch）において、十分なバック
ホールの容量を確保できるとき、2つの APが連携した JT
で受信側の伝送速度 100 Gbpsが達成可能であることを確
認した。 
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図 2.3.2.3-1システムレベルシミュレーション評価結果 

  
また、IEEE 802.11での標準化を念頭に、JTのリンク

レベルにおける利得を確かめるべくマイクロ波における

JTの面的周波数利用効率についての評価を行った。JTで
は複数の APが 1つの STAに対して重畳伝送を行ことが
できるため、総送信電力を AP数倍できることが期待でき
る。その効果も含めて、マイクロ波帯を想定したリンクレ

ベルシミュレーションにより評価を行い、図 2.3.2.3-2 に
示すように JTが単一 APによる伝送と比較して実効デー
タレートを 35 %向上させることを確認した。 

  

  
図 2.3.2.3-2 リンクレベルシミュレーション評価結果 

  

  

２２．．３３．．３３．．課課題題ウウ--33：：複複数数周周波波数数帯帯統統合合評評価価系系のの

構構築築  
テラヘルツ帯等の無線通信の高速化に伴い、対応する有

線バックホール回線の伝送能力がシステム全体のボトル

ネックとなる懸念がある。従来の標準的なネットワークス

タックである TCP/UDP通信では、OSのカーネル処理に
よって多大な CPU 負荷が生じ、100 Gbps を超えるよう
な超広帯域通信を実現する上で障壁となる可能性がある。 
本研究では、カーネル処理をバイパスする RoCE

（RDMA over Converged Ethernet）プロトコルを用い、
TCP（62.6 Gbps）を上回る 196 Gbps（ハードウェア限界
付近）のスループットを達成した。さらに、パケットの再

送制御に利点がある DPDK（Data Plane Development 
Kit）についても検討し、115 Gbpsの通信速度を確認した。 
有線バックホールネットワーク（図 2.3.3-1）の試作で

は、システムを統括するストリームコーディネータ（Src）
から複数のアクセスポイント（AP）へのデータを最適に
分配・制御する機能を開発した。MACアドレスの動的書
き換えにより特定の AP を経由させるマルチルート伝送
を行い、複数経路の同時利用によるスループット向上を実

現した。本システムの評価では、複数経路合計で 118 Gbps
のスループットを確認した。さらに、実用化を見据えた検

証として、開発したバックホールにWi-Fi 7を用いた無線

区間（AP-STA 間）を構成し、映像伝送試験を実施した。
その結果、4K/30 fpsの非圧縮映像のリアルタイム伝送に
成功した。 

 

 
図 2.3.3-1 マルチルートバックホールシステム 

 
最終的に、本バックホールにテラヘルツ波、ミリ波、マ

イクロ波の 3周波数帯を統合した「マルチバンド統合型評
価システム（図 2.3.3-2）」を構築した。テラヘルツ波には
WiGigをアップコンバートしたデバイスを用い、「THz疑
似 Joint Transmission」「THz SISO」「ミリ波」「マイク
ロ波」の 4つの通信形態を確立した。加えて、テラヘルツ
通信を最優先しつつ、遮蔽や移動等により通信が切断され

た際にミリ波へと切り替える動的ルート制御機能を実装

した。移動体模擬環境を用いたデモンストレーションでは、

端末の移動に伴いテラヘルツ帯の品質が低下した際、ミリ

波通信へ切り替わる挙動を確認した。 
 

 
図 2.3.3-2 マルチバンド統合評価システム 

  
３３．．今今後後のの研研究究成成果果のの展展開開  
課題ア「MIMO 対応多素子アンテナモジュールの研究
開発」としては、本研究開発を通じて獲得することができ

た 150GHz帯AiPモジュールを成立させる技術（RF-IC、
アンテナ・伝搬解析、材料・製造プロセス）の優位性を保

ちつつ、将来市場に備える必要があると考えている。シス

テム視点では、様々なユースケース（データセンター等）

に応じた伝搬特性およびアクセスポイント配置やアンテ

ナ指向性に関する指針の明確化が求められる。また、デバ

イス技術としては、アクセスポイント向け高 EIRPフェー
ズドアレイフロントエンド ICの実現やバックホール向け
サブテラヘルツ帯長距離通信向けアンテナの低コスト化

等が求められる。さらに、100 GHz 超対応基板材料や三
次元集積化基板製造の競争力を維持しつつ実用化につな

げていくためには、国内外におけるマーケティング活動等

を継続していく必要がある。 
課題イ「トランシーバ技術の研究開発」では、２次元平

面にアレー状に配置可能な送受信回路とアンテナ素子に

よって、300 GHz帯で 30度以上の角度で２次元ビーム走
査と１チャネル 40 Gbps の伝送速度が可能であることを
示したが、製品化・実用化に向けて更に必要な点としては、

以下のようなことが挙げられる。 
(1) アレー数の増加や、実装損失の低減、バルク CMOS
より高性能な SOI （Silicon On Insulator）などの技
術の採用による高出力化と通信距離延伸。 
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(2) モジュール基板の低損失化（材料と構造の両面によ
る）、加工精度の向上等による高性能化や、低コスト化。 

(3) 300 GHz帯無線や多素子フェーズドアレーのキャリ
ブレーションや試験方法の開発。 
これらの事項に取り組むと同時に、開発した技術を潜在

ユーザー等に周知していくための展示広報活動を既に

CEATEC 展示会や大阪・関西万博等で実施しているが、
今後も継続して実施していく予定である。 
課題ウ「マルチ周波数協調動作技術の研究開発」におい

て研究開発を実施した超高速無線LANシステムの実現に
はフレームの誤り符号化・復号化処理をはじめとした超高

速ディジタルベースバンド系の開発が今後必要になると

共に、標準規格の策定が不可欠である。無線 LANの標準
化作業が行われている IEEE 802標準化委員会では 2029
年度を目途に Sub-7 GHz帯と連携して運用されるミリ波
帯無線 LAN規格（IEEE 802.11bq）の標準化作業が進め
られている。本研究開発の成果のうち、ミリ波帯において

も適用可能なものについては当該標準化作業に提案を行

っており、今後も将来的なサブテラヘルツ帯無線 LANの
標準化作業開始を念頭におきつつ、継続的な提案活動を行

っていく。また、サブテラヘルツ帯無線 LANの広い普及
に向けてはユースケースの開拓と装置価格の低減が必要

である。本研究開発課題においてユースケースとして想定

したデータセンターでは装置価格が比較的高価格であっ

ても導入の可能性があり、そのようなユースケースに向け

た装置開発を進める必要がある。その装置をフィールドで

使用するためには特定実験局免許を取得する必要がある。

一般的に特定実験局制度を使えば、手続きが大幅に簡略化

され、申請から 2週間以内に免許が下りる。しかしサブテ
ラヘルツ帯の場合は、免許取得に向けた登録点検で使用す

る測定器が高額なうえ、その指定較正や補正値の取得に半

年以上の時間がかかるなど、多くの課題が存在する。サブ

テラヘルツ帯無線装置のデモや実験を容易にするために、

制度の大胆な見直しが必要である。 
  

４４．．むむすすびび  
 以上、「テラヘルツ波による超大容量無線 LAN 伝送技
術の研究開発」にて実施した研究開発の内容と成果につい

て概説した。本研究開発において、対外発表・知財権利化

の観点では、38 件の査読付き誌上発表論文、104 件の査
読付き口頭発表論文、248件の口頭発表を実施した。これ
らに対して 19件の受賞があり、研究成果は国内外で高い
評価を得ている。また、52 の標準化寄書入力を実施する
と共に、国内外において 53件の特許出願を行い、そのう
ち 5件については特許登録に至っている。また、報道発表
についても 8件実施し、研究成果の社会的周知に務めた。 
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